
１．ふじみ野市将来構想 from 2018 to 2030 における位置づけ

２．施策指標と達成状況 ※網掛けの指標は前期重点プロジェクトに該当する指標です。

成果

指標
２

活動

指標
３

成果

指標
４

施策目標の実現
に向けた取組

（１）生活支援・介護予防サービスの充実
〇高齢者が日常的・自主的に取り組む地域ぐるみの介護予防活動を推進し、また、高齢者を含む多様な主体による
生活支援活動を推進します。
（２）高齢福祉・認知症施策の推進
〇一人暮らしなどの高齢者に対し、見守り・安否確認や緊急時における対応に関する事業の周知と啓発を推進しま
す。
〇認知症への正しい理解の啓発に取り組むとともに、認知症ケアの向上に向けた取組を推進します。また、成年後
見制度や日常生活自立支援事業の活用に向けた啓発を行います。
（３）在宅医療・介護連携の強化
〇高齢者の在宅生活を支えるため、在宅医療と介護の連携体制を構築し、定期的な情報共有・課題検討の実施や地
域医療・介護相談室の運営などを通じて連携を強化します。

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 80 81 82 83 84 85

実績値 70 100 109 111

成果

指標
５

施
　
策
　
目
　
標

指標名 ふじみん見守りネット登録事業所数

説明
指標
１

年度末現在の地域の見守り体制の強化を図るため登録事業者の確保に努め、目標を大きく上回る事業所に登録いた
だくことができた。

単位 事業所

年度 平成30年度 令和元年度

令和3年度　施策評価シート

施策
体系

分　野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～

施　策 17　介護保険（生活支援）　－住み慣れた地域で支え合いながら暮らせるまちを目指します－

関　連　課
福祉課、福祉総合支援チーム、障がい福祉課、保健センター

目　　標

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、医療・介護・予防・生活支援・住まいを柔軟に組み合
わせて提供する仕組みづくりである「地域包括ケアシステム」の構築を進めます。

主　管　課 福祉部　高齢福祉課
評価責任者 増村　規子

評価日 令和4年4月15日

重点プロジェクト
元気・健康づくりプロジェクト

指標名 認知症サポーター数

説明
年度末現在の認知症サポーター養成講座受講者数累計。市民、小中学生、大学、警察、職員向けに養成研修を実施
し、認知症への理解啓発を図った。目標値を上回ることができた。

単位 人

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

9,900 10,800 11,700 12,600

指標名 介護予防センター利用登録者の累計

説明
高齢者の介護予防並びに市民の福祉の増進及び福祉意識の高揚を図るため、介護予防センターの利用者確保に努め
た。新型コロナウイルス感染症拡大防止のため利用制限を行ったが、目標値を上回ることができた。

単位

13,500

実績値 10,701 12,460 14,018 14,952

目標値 9,000

説明
ふじみんぴんしゃん体操を中心に行う、介護予防に資する通いの場の数。コロナ禍で通いの場の新たな立ち上げが
令和3年度は1か所のみとなった（1か所が活動停止となり、実績値は41か所）。

単位

年度 平成30年度 令和元年度

58

実績値 41 41 41

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 35 40 48

令和4年度 令和5年度

目標値 900 1,200 1,400 1,510

指標名 住民主体による通いの場

年度 平成30年度 令和元年度

1,680

実績値 1,080 1,280 1,495

令和2年度 令和3年度

53

実績値

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値

指標名

説明

単位

年度 平成30年度 令和元年度



３．施策への投入コスト （単位：千円）

４．評価対象年度の施策実施内容 ※網掛けの指標は前期重点プロジェクトに該当する取組です。

５．評価

地域包括システムの構築に向け、市が直接実施する各種事業のほか、委託先の地域包括支援センターを核として順
調に事業を展開しており、今後も引き続き実施していく。
介護予防事業については、介護予防の拠点として介護予防センターで、様々な介護予防事業や情報発信を行い、多
くの市民の利用が図られた。新型コロナウイルスが蔓延する中、感染対策を行い。住民主体の通いの活動の支援も
行い、新たに男性のみの通いの場が県内初の取組として、1か所創設された。今後も新たな通いの場の立ち上げ等
を支援していく。
また、成年後見センターでは、高齢者の権利擁護の有効な手段である成年後見制度の周知と利用促進の取組のた
め、『司法書士によるあんしん後見相談』『行政書士・社会福祉士による無料相談』『弁護士による成年後見講演
会』『単身世帯高齢者向けのアンケート』『職能団体等との連絡会』等を実施した。
認知症対策については、『認知症サポート医のよる認知相談』『認知症サポーター養成講座、ステップアップ講
座』『9月のアルツハイマー月間ではイオンタウンふじみ野での普及啓発のイベント』『認知症講座』等、各種事
業を実施しており、高齢化の進展の中で引き続き認知症対策を推し進める必要がある。

指標の達成状況

おおむね順調

行政資源の活用

おおむね適切

取組の有効性

おおむね有効

施策の効果

効果が得られている

評価

収
入

特定財源 121,807 231,549 198,452 192,029

93,391 87,044 87,164 88,009

支
出

事務事業費 351,525 400,277 374,878 376,550

人件費 93,547

171,849

一般財源 323,109 255,772 263,590 272,530 267,902

令和5年度

346,204

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施内容 実施実績と効果 主な事務事業

取
組
①

低所得者に対する
軽減措置の推進

高齢者の在宅生活を支えるため、指定居
宅介護サービス等を利用する低所得者に
対し、利用者負担額の一部を助成し、
サービスの利用促進を図った。

対象者に対して勧奨通知を発送し、80%
の申請率となった。また申請方法を年1
回とする等制度の見直しを行った。
令和2年度13,425千円、令和3年度14,815
千円で件数、金額とも増加している。

介護サービス利用者負担金助
成事業

取
組
②

一般介護予防の推
進

介護予防の拠点として介護予防センター
では、様々な介護予防事業を実施した。
また『ふじみんぴんしゃん体操』を市内
全域で広めるため、住民主体の通いの場
の立ち上げや運営支援として保健師やリ
ハビリの専門職である理学療法士の派遣
等を行った。

『ふじみんぴんしゃん体操』を中心とし
た住民主体の通いの場は、令和3年度末
41か所、コロナ禍で新たな立ち上げは1
か所であった。令和3年度の介護予防セ
ンターの来所者数は27,413人で、令和2
年度16,634人と比べ10,779人の増となっ
た。

総合事業

取
組
③

認知症の理解･普
及啓発

要介護状態や認知症になっても住み慣れ
た地域で安心して暮らすことができるよ
う、『地域包括ケアシステム』の構築を
図る取組として、認知症サポーター養成
講座、ステップ講座、アルツハイマー月
間に認知症普及啓発のイベント、オレン
ジカフェ等を実施した。

認知症サポーター養成講座を、市民･小
中学生･職員向けに実施し、累計14,952
人の養成となった。また、新たな取組と
して認知症サポーターのステップアップ
講座を実施し、24人が参加した。
イオンタウンふじみ野での認知症普及啓
発イベントには182人が参加した。

任意事業

取
組
④

生活支援体制整備
事業の推進

市内4つの日常生活圏域ごとに住民が主
体的に地域課題を把握して解決を目指す
体制づくりである第2層協議体での会議
を実施した。また、第1層協議体を兼ね
た地域ケア推進会議を実施した。

目指す地域像の共有や課題の抽出を行
う、第2層協議体での会議を日常生活圏
域毎に行い、計17回実施した。
第1層協議体を兼ねた地域ケア推進会議
では、『地域包括ケアシステム・本市の
現状』『認知症』をテーマに、計2回実
施した。

包括的支援事業

取
組
⑤

高齢者あんしん台
帳の整備

75歳以上の一人暮らしの高齢者を対象
に、緊急時や災害時に備えるあんしん台
帳の整備を平成30年度に開始し、令和3
年度は75歳到達のひとり暮らし高齢者に
対する台帳の更新し、75歳未満で希望す
る者の台帳を整備した。

令和3年度は対象者3,923人に対し3,150
人（79.6％）の台帳を回収・整備するこ
とができた。これにより、緊急時の迅速
な対応が可能となった。また、同意した
方の情報については民生委員や自治組織
との情報共有が図れ、緊急時に生かされ
ることとなる。

在宅高齢者福祉事業



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

1.04

0.00

0.00

0.98

0.00

0.00

1.01

重点プロジェクト

195 204 236

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

22,326 23,372 27,551

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

0

0 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

0

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

763 773 868

支出合計 22,326 23,372 27,551

0 0 0

13,425 14,810 18,417

0

仲野　公堅

0

0.00

0.00

令和3年度の
主な取組

引き続き指定居宅介護サービス等を利用する低所得者に対し利用者負担額の一部を助成し、必要なサービ
スの利用を促進している。令和3年7月利用分までは、対象者となった者への勧奨通知の発送、申請書の受
理、決定通知の発送と助成金の振り込み事務を毎月実施していたが、申請に係る利用者負担の軽減及び対
象者の増加に伴い増大していた事務負担の軽減を図り、令和3年8月利用分からは、年１回（毎年8月～翌7
月の１年間）の初回申請のみとし、以降対象となった場合は自動償還で支給すること、また、不備や不足
が多っていた領収書の添付を不要とし、システムに反映される給付実績情報に基づき支給できるようにし
たことで、利用者の負担軽減による申請率の上昇と職員の事務負担軽減に繋げることができた。

【支出】

8,138 7,790 8,266

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

指定居宅介護サービス等を利用する低所得者に対し、利用者負担額の一部を助成し、サービスの利用促進
を図る。

事務事業の
経緯

平成12年4月の介護保険制度施行時より、利用者負担額の一部を市が助成することで低所得者の居宅介護
サービス等の利用促進を図ることを目的として事業を実施している。

人
件
費

0 0 0

0

事務事業の
概要

介護保険法第8条第24項に規定する指定居宅サービス等、法第8条の2第16項に規定する指定介護予防サー
ビス等又は法第115条の45第1項第1号に規定する第1号事業のうち、市が実施要綱で助成の対象とする事業
を利用する低所得者に対して、その利用料に係る自己負担額の一部を助成し、利用を促進する。

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 介護サービス利用者負担金助成事業
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～
施策 17　介護保険（生活支援）　－住み慣れた地域で支え合いながら暮らせるまちを目指します－

事務事業期間 平成12年度～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

ふじみ野市介護サービス利用者負担金助成事業実施要綱

予算費目 一般会計　03民生費　01社会福祉費　03老人福祉費
所管部課 福祉部　高齢福祉課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

0

8,138 7,790 8,266

000

000

人件費計

0 0 0

0 0 0

0 0事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

（概要）
居宅介護サービス費の支給対象となる居宅介護サービス等を利用し、所得等要件を満たす者に利用者負担
額の一部を助成。（高額介護（予防）サービス費等が支給された場合（利用月）は、助成しない。）
（対象者）
市町村民税非課税世帯で、居宅介護サービス等を利用している人（市町村民税の申告がされていない場
合、対象とならない。）
（対象となるサービス）
居宅介護サービス等。
※ただし、食費・居住費・その他の保険給付対象外の費用等は対象とならない。また、居宅介護サービス
等もサービス種別により対象とならないものがある。（福祉用具貸与等）
（給付額：利用者負担段階及び給付率）
・第1段階　　 利用者負担額の1/2相当額　　　　・第2・3段階　利用者負担額の1/4相当額
※埼玉県国民健康保健団体連合会の給付実績から対象者を抽出し、該当者に勧奨通知を発送する。

指標名 助成金額

単位 千円
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

居宅介護サービス等のうち市が指定したものを利用する低所得者に対し、当該サービスの利用に係る自己
負担額の一部を市が助成金として支給する。（令和元年度実績より令和2年度目標値を上方修正）

利用者負担金助成対象者に個別に月ごとに勧奨通知を発送しており、その勧奨者が申請した割合を指標と
する。まとめて申請する場合があるため、勧奨から6か月以上経過した勧奨分の申請率を指標とする。
（申請の時効は5年）

目標値 13,200 13,500
実績値

令和4年度
目標値 78 78 78

指標名 勧奨に対する申請率

単位

実績値 75 79

説明

14,809

説明

13,700
13,425

令和3年度 令和4年度

指標名 支給延べ人数

単位 人
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 8,100 8,200 8,300
実績値 8,010 8,883

居宅介護サービス等のうち市が指定したものを利用する低所得者に対し、当該サービスの利用に係る自己
負担額の一部を市が助成金として支給する。（令和元年度実績より令和2、3年度目標値を上方修正）

説明

低所得者の負担を軽減することで、安心して居宅介護サービス等の利用ができ、利用促進に繋がるもので
あるため、継続していく。しかし、要介護認定者の増加に伴い、助成金額も増えるため財政負担の増加が
見込まれることや処理件数の増加による事務量の増大などの課題がある。今後の事業の継続等にあたり、
同様の事業を行う近隣市町村の状況等を考慮しつつ助成内容や方法の検討をする必要があると考える。

％
年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

成果

指標

２

成果

指標

３

成果

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

0.15

0.00

0.00

0.14

0.00

0.00

0.13

重点プロジェクト

47 61 77

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

5,422 6,949 8,981

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

0

0 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

9,059

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 980 0 1,335

4 23 64

支出合計 6,402 6,949 10,316

0 0 0

0 0 0

0

増村　規子

0

0.00

0.00

令和3年度の
主な取組

養護老人ホームへの措置及び、介護老人福祉施設への一時的な入所を実施した。

【支出】

1,048 1,113 1,193

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

入所措置は、環境上の理由及び経済的理由により居宅において養護を受けることが困難な高齢者を入所さ
せることにより、健全で安らかな生活を保障することを目的とする。また、必要に応じて緊急時に高齢者
を一時的に保護することにより、高齢者の生活を守り、家族の負担軽減を図ることを目的とする。

事務事業の
経緯

老人ホーム措置は、昭和38年に老人福祉法が制定され、老人の健全で安らかな生活を保障するという同法
の基本理念を具体化したものであるが、介護保険法施行により特養への措置は止むを得ない事由に該当す
る場合のみとされた。一方、養護老人ホームは引き続き措置で入所を行っている。

人
件
費

0 0 0

0

事務事業の
概要

入所にあたっては、対象者の生活状況を把握した上で入所判定委員会で審議し、養護老人ホームなどへ措
置を行う。措置入所した者に係る経費は市が施設に支払い、本人や家族の収入状況に応じて市が入所者負
担金を徴収する。また、高齢者が緊急的に介護の必要性が生じた場合等に介護老人福祉施設等に一時的に
入所して介護を受けることができるようにする。

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 老人ホーム措置等事務
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～
施策 17　介護保険（生活支援）　－住み慣れた地域で支え合いながら暮らせるまちを目指します－

事務事業期間 平成5年度～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

老人福祉法・ふじみ野市老人ホーム入所措置基準等に関する規則
ふじみ野市高齢者緊急短期入所事業実施要綱

予算費目 一般会計　03民生費　01社会福祉費　03老人福祉費
所管部課 福祉部　高齢福祉課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

0

1,048 1,113 1,193

000

000

人件費計

0 0 0

0 0 0

5,350 5,813事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

高齢化や家族形態の多様化、社会情勢等により、虐待･介護放棄等の相談が増加傾向にあり、相談支援を
担う職員体制の充実と職員の資質向上が急務である。2市1町で構成する『高齢者虐待防止ネットワーク会
議』での専門職向け研修においても『高齢者虐待』をテーマに研修会を実施し、高齢者あんしん相談セン
ターの職員にも参加してもらう等、職員の資質向上に努めた。
このような取組みを行うことで、虐待に対する相談支援の充実を図り、必要な措置を実施した。

指標名 養護老人ホーム等の措置者数

単位 人
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

養護措置を実施している人数を成果指標とする。

目標値 2 1
実績値

令和4年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

3

説明

1
3

令和3年度 令和4年度

指標名 緊急短期入所委託施設数

単位 箇所
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 6 6 6
実績値 6 6

緊急に短期入所措置を行う場合に備え、施設と委託契約を行っている。あらかじめ受け入れ可能な施設を
確保することで緊急時に対応できるため、指標とした。

説明

老人福祉法に規定されている法定業務であり、引き続き行っていく。

年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

成果

指標

３

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

1.64

0.00

0.18

1.54

0.48

0.27

1.45

重点プロジェクト

454 490 512

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

52,025 56,060 59,711

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

3,672

0 0 0

県支出金 0 0 0

その他 828 881 1,068

5,189

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

1,416 2,317 2,443

支出合計 52,853 56,941 60,779

160 165 167

30,741 32,261 35,169

3,697

仲野　公堅

0

0.00

0.18

令和3年度の
主な取組

高齢者の福祉サービスは、要介護高齢者等が在宅生活を送る上で必要な施策サービスであり、介護者に
とっても精神面や経済面での負担軽減につながっていることから、各種サービスを継続して実施。
認知症による行方不明高齢者の早期発見や事故等の防止の観点から、早期発見ステッカー及び位置検索
サービスについて実施する。
地域保健福祉活動の支援として、社会福祉協議会を通じボランティア連絡協議会へ補助金を交付。ボラン
ティア団体が研修や講演等の活動を実施できるよう支援をする。
ひとり暮らしの高齢者の緊急時や災害時に備え、緊急通報システムの貸与やあんしん台帳の整備や個別避
難計画（モデルケース）に取り組む。

【支出】

15,387 13,151 13,946

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

高齢者の方が安心して地域で生活できるよう、一人暮らしの要介護等認定者や既往症などにより日常生活
を営む上で注意を要する方などを対象に居宅生活支援を行う。

事務事業の
経緯

平成12年4月に介護保険法が施行され、市の在宅高齢者福祉事業は大きな見直しを行うこととなった。介
護保険制度に移行できるものは基本的にすべて移行したが、介護保険のサービスメニューにないもの等に
ついて必要性の精査を行い、現在、市の独自事業として実施しているものが本事業である。

人
件
費

0 992 0

0

事務事業の
概要

・紙おむつ等の給付・認知症高齢者等位置検索サービスの実施
・認知症高齢者等早期発見ステッカーの配付
・訪問理美容サービスの実施・ごみ出し支援サービスの実施・寝具洗濯サービスの実施
・車いす貸出しの実施・高齢者入浴助成事業の実施・日常生活用具給付事業の実施
・在宅要介護高齢者介護手当等支給事業の実施・緊急通報等支援事業の実施
・緊急時･災害時高齢者あんしん台帳の実施
・災害時の個別避難計画の策定

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 在宅高齢者福祉事業
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～
施策 17　介護保険（生活支援）　－住み慣れた地域で支え合いながら暮らせるまちを目指します－

事務事業期間 昭和61年度～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

ふじみ野市在宅要介護高齢者紙おむつ等給付事業実施要綱
ふじみ野市認知症高齢者等家族支援事業実施要綱　外

予算費目 一般会計　03民生費　01社会福祉費　03老人福祉費
所管部課 福祉部　高齢福祉課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

3,508

11,683 12,240 13,035

002,272

9119111,432

人件費計

0 0 0

79 452 357

3,645 3,932事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

･紙おむつ等の給付：常時紙おむつを使用する在宅の高齢者の方、家族の精神面及び経済的負担の軽減を
図った。制度の平等性を考慮し、配布枚数等の制度の見直しを行った。
･認知症高齢者等位置検索サービス：認知症高齢者の方が行方不明となった際、早期に居場所を発見する
位置検索端末機を貸与し、対象の方や家族の安全確保を行った。
･認知症高齢者等早期発見ステッカー：認知症により行方不明となった場合、早期発見、事故の未然防止
のため高齢者早期発見ステッカーを配布し、早期に発見する手段として活用した。新たにステッカーにQR
コードを付け、ステッカーの見直しを行った。
･訪問理美容サービス：市に登録した業者が自宅を訪問し、カットやシェービングを実施した。
･ごみ出し支援サービスの実施･収集日に玄関前から集積場までごみ出しを行うことで、身体状況によりご
み出しが困難な方の負担の軽減を図った。
･寝具洗濯サービス：常時寝たきり状態のある方を対象に、年1回、寝具類の洗濯を実施。
･車いす貸出：負傷又は疾病による一時的な心身機能の低下により車いすが必要となった方に、一時的に
車いすを貸し出すことで日常生活の円滑化を図った。
･高齢者入浴助成事業：自宅に風呂がない場合や故障等により使用できない状況かつ、経済的理由等で修
理し難い市民税非課税の方を対象に、助成回数52回(本人負担1回100円)を限度に入浴助成券を交付した。
･日常生活用具給付事業：1人暮らしの高齢者の方へ日常生活の便宜を図るため電磁調理器を給付した。
･地域保健福祉活動支援：ボランティア団体に対して活動に係る経費について補助金を交付した。
･在宅要介護高齢者介護手当等支給事業：在宅の寝たきり高齢者を介護している方に、介護手当を支給す
ることで、介護の労をねぎらい在宅福祉の増進を図った。
･緊急通報等支援事業：心疾患等があるひとり暮らしの方や日中独居になる方等に、緊急時に消防署へ通
報できるシステムを貸与することで、緊急時に備えることができた。
･緊急時･災害時高齢者あんしん台帳：ひとり暮らし高齢者を対象に、緊急時に備える台帳を整備した。
･個別避難計画の策定（モデルケース）:浸水想定区域で2件の個別避難計画の策定を行った。

指標名 紙おむつ給付者数

単位 人
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

高齢者の衛生環境の維持及び経済的負担の軽減のため実施した、年間延べ紙おむつ給付者数を成果指標と
する。

認知症の方のひとり歩きに対し、靴などに貼るステッカーを配布し、ステッカーの番号をもとに情報を警
察署と共有することで早期に身元を判明できるようにする。令和3年度にステッカーのQRコードを付け、
新たな取り組みを行った、実績値は重複者除いた数。

目標値 4,020 4,020
実績値

令和4年度
目標値 45 50 50

指標名 認知症高齢者等早期発見ステッカー新規登録者数

単位

実績値 41 48

説明

4,430

説明

4,020
4,067

令和3年度 令和4年度

指標名 ごみ出し支援サービス利用者数

単位 件
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 756 900 900
実績値 892 1,000

身体が虚弱なためにごみ出しが出来ない方のごみ出し支援サービスの年間延べ利用者数を成果指標とす
る。

説明

要介護高齢者等が在宅生活を送る上で必要な施策(サービス)であるため、事業を継続するが、内容等の見
直しについては必要である。
個別避難計画の策定については、昨今の状況を踏まえ、福祉専門職と連携した計画が検討されていること
から、策定に向けたマニュアル、支援者の行動マニュアル等を作成していく必要がある。

人
年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

成果

指標

２

成果

指標

３

成果

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

3.58

1.00

0.00

3.37

0.89

0.00

3.17

重点プロジェクト

790 801 996

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

90,537 91,665 116,103

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

0

44,747 41,862 53,756

県支出金 23,336 22,691 29,985

その他 48,910 47,643 63,112

51,627

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

2,225 2,394 5,937

支出合計 207,530 203,861 262,956

130,261 125,202 174,437

0 0 0

1

仲野　公堅

0

1.00

0.00

令和3年度の
主な取組

介護予防センターで指定管理者による介護予防事業を実施。月曜から土曜の毎日午前・午後『ふじみんぴ
んしゃん体操』を実施するほか、各種介護予防事業を実施。また、土曜日には、多世代の交流事業も兼
ね、ふじみんぴんしゃん体操（ロング版）や多世代交流事業（昆虫展など）を実施。
大井総合福祉センターにおいても、介護予防教室等を実施。
住民主体による訪問型サービスＢ・通所型サービスＢを実施。
介護予防事業の効果を分析し改善点や課題を抽出するため、大学と連携を図り介護予防事業評価を実施。

【支出】

27,542 29,234 31,117

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

介護予防・生活支援サービス事業は、要支援者等に対し、要介護状態等となることの予防又は軽減若しく
は悪化の防止を行う。一般介護予防事業は、年齢や心身の状態等で分け隔てることなく、住民主体の通い
の場を充実させ、参加者の通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進する。

事務事業の
経緯

団塊の世代が75歳に到達する2025年に向け、住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう地域包括ケ
アシステムの構築が課題となり、平成27年度介護保険法改正に伴い、新しい介護予防・日常生活支援総合
事業が創設された。

人
件
費

1,634 1,741 1,909

0

元気・健康づくりプロジェクト

事務事業の
概要

介護予防・生活支援サービス事業
①第1号訪問事業②第1号通所事業③第1号介護予防支援事業④高額介護予防サービス費相当事業
一般介護予防事業
①介護予防把握事業②介護予防普及啓発事業③地域介護予防活動支援事業④一般介護予防事業評価事業⑤
地域リハビリテーション活動支援事業

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 総合事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～
施策 17　介護保険（生活支援）　－住み慣れた地域で支え合いながら暮らせるまちを目指します－

事務事業期間 平成29年度～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

介護保険法（第115条の45第1項第1号に規定する第1号事業、住民主体の介護予防活動の育成及び支援を行
う法第115条の45第1項2号に規定する一般介護予防事業）

予算費目 介護保険特別会計　03地域支援事業費　01介護予防・日常生活支援総合事業費　01介護予防・生活支援サービス事業費
所管部課 福祉部　高齢福祉課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

10

25,541 26,785 28,454

2,6632,4492,001

000

人件費計

0 0 0

934 897 582

46,935 46,842事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

介護予防･日常生活支援総合事業を平成29年度より実施し、5年が経過した。高齢者あんしん相談センター
職員、窓口等で事業対象者への総合事業説明を行ったこと及び後期高齢者の増により、令和3年度末で110
人が事業対象者となった。
また、一般介護予防事業では、市内に41箇所ある住民主体による通いの場が、緊急事態宣言中、一時期全
グループ活動休止となったが、その後、各グループにおいて感染対策を講じ、活動再開となった。活動休
止による心身機能への影響も考えられるが、一方で休止による運動機会の喪失が、体力低下につながるこ
との気づきになった対象者もいた。
住民主体による通いの場の継続的な活用を支援するため『ふじみんぴんしゃんサポーター』の養成にも力
を入れ、ふじみんぴんしゃんサポーターの活動については介護支援ボランティアの対象事業とし、介護支
援ボランティアの登録者の増加傾向にもつながった。
介護予防センターにおいては、緊急事態宣言中も休止することなく、地区別利用制限（人数制限）などの
感染予防対策をとり、事業を継続した。
登録者数累計1,495人、利用者数27,449人と目標をほぼ達成しており、事業数は1,887回と昨年度より増え
ている。また、令和2年度に整備した菜園・花壇を活用して菜園ボランティアを育成し、成果物を子ども
食堂等に配布するなど、ボランティア自身の生きがいの創出、地域での役割が期待できる活動となってい
る。

指標名 通所型サービスＣ参加数

単位 人
年度 令和2年度

拡充

来年度の方向性

通所型サービスＣに参加した人数（実人数）
対象者へのアプローチは行ったが、緊急事態宣言等、コロナ禍の影響を理由として。事業利用を控える人
が多かったため、目標に達する事が出来なかった。

ふじみんぴんしゃん体操を中心に行う、介護予防に資する通いの場の数
コロナ禍により活動を休止する自主グループもあったが、感染予防対策を講じたうえで活動を再開するグ
ループも多かった。また、新たな自主グループ立ち上げが難しかったが、県内初の男性のみ自主グループ
を1カ所新設することが出来た。

目標値 40 40
実績値

令和4年度
目標値 44 48 53

指標名 住民主体による通いの場

単位

実績値 41 41

説明

27

説明

40
31

令和3年度 令和4年度

指標名 介護予防センター登録者数

単位 人
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 1,200 1,400 1,500
実績値 1,280 1,495

介護予防センターの利用登録者数の累計。

説明

総合事業においては、事業対象者を受入れる緩和した基準による事業所を増やしていく必要があり、介護
事業所連絡会や通所介護連絡会を通じ、事業の理解を深めてもらう。
一般介護予防事業においては、介護予防センターが介護予防の拠点としての機能や地域のボランティアの
育成、地域のニーズとのマッチング機能も備え、高齢者の社会参加を促し、支え合いの体制整備を進めて
いく。また、新しい生活様式に対応した新しい介護予防の取組も充実させていく。更に、住民主体による
通いの場の支援については、介護予防センターでふじみんぴんしゃんサポーターの養成やフォローアップ
を行い、通年で『ふじみんぴんしゃん体操』も行っていく。
令和4年度からは介護予防対象者把握事業「はつらつ健康チェック調査票」を70～85歳に隔年で行い、フ
レイル予防対象者を効率よく把握するとともに、事業計画のための分析に役立てる。

箇所
年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

成果

指標

３

成果

中長期的方向性

拡充

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

3.77

0.00

0.00

3.55

0.89

0.00

3.34

重点プロジェクト

662 661 280

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

75,869 75,565 32,681

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

8,856

44,510 43,023 2,474

県支出金 22,255 21,511 1,238

その他 58 0 0

3,593

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

1,122 1,133 1,991

支出合計 142,692 140,099 36,393

25 76 257

0 0 0

8,856

仲野　公堅

0

0.00

0.00

令和3年度の
主な取組

地域包括支援センターの専門職向けの研修会を実施した。
医療・介護従事者向けの多職種研修会を2市1町で実施した。市民向け講座では、アドバイス・ケアプラン
ニングをテーマに実施した。
生活支援体制整備事業では、第1・2層兼務でのコーディネーターを配置し、４つの日常生活圏域全てで第
2層協議体を開催した。
認知症初期集中支援事業では、月例のチーム員会議、認知症サポート医による認知症相談を実施した。
市内介護職員向けに認知症ケア向上研修を実施した。
市主催、地域包括支援センター主催の自立支援型地域ケア会議を開催した。

【支出】

26,911 28,216 29,964

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

地域の高齢者が住み慣れた地域で認知症等になっても安心してその人らしい生活を継続的にしていくこと
ができるよう、地域包括ケアシステム構築に向け、医療と介護の連携を図り、包括的支援事業を推進す
る。

事務事業の
経緯

団塊の世代が75歳に到達する2025年に向け、認知症等で介護が必要になっても住み慣れた地域で暮らし続
けることができるよう地域包括システムの構築が課題となり、平成27年度介護保険改正に伴い、在宅医
療･介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知症初期集中支援推進事業等が新たに創設された。

人
件
費

0 0 0

0

事務事業の
概要

①地域包括支援センターの運営
②在宅医療･介護連携推進事業
③生活支援体制整備事業
④認知症初期集中支援推進事業
⑤認知症地域支援･ケア向上事業
⑥認知症サポーター活動支援、地域づくり推進事業
⑦地域ケア会議推進事業

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 包括的支援事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～
施策 17　介護保険（生活支援）　－住み慣れた地域で支え合いながら暮らせるまちを目指します－

事務事業期間 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

介護保険法第115条の45第1項第1号二、第2項第1号～第6号

予算費目 介護保険特別会計　03地域支援事業費　03包括的支援事業・任意事業費　01包括的支援事業費
所管部課 福祉部　高齢福祉課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

7

26,911 28,216 29,964

000

000

人件費計

0 0 0

822 569 581

104,956 101,250事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

〇地域包括ケアシステムの構築に向け、高齢者あんしん相談センターの機能強化として職員向けの研修会
を実施し、相談体制の強化を図った。また、市内4つの高齢者あんしんセンターで地域ケア会議を開催
し、自立支援のためのケアプランについて検討した。介護支援専門員向けに『自立支援と重度化防止』に
ついての研修会を医師・理学療法士を講師として実施し、自立支援に向けたケアプランの作成の支援を
行った（36人参加）。他に「災害時におけるケアマネジャーとしての役割と事前（ケアプラン作成時）準
備、意識しておく事」について研修会を実施した（45人参加）。
〇在宅医療･介護連携推進事業においては、東入間医師会、富士見市、三芳町と連携を図り、国で示され
ている事業を実施。市民向けの普及啓発として終末期の医療について『人生会議を始めよう～生きて逝く
ためのACP　納得のいく最期を送るために～』をテーマに講演会を開催、本人や家族の心構え等の理解を
深めた（65人参加）。
医療従事者･介護従事者向の多職種研修会は、昨年度に引き続きWEB（Zoom）での開催。1回目で、『在宅
生活におけるリハビリテーションとは～地域で活き活きと暮らし続けていくために～』について地域リハ
ビリテーションケアセンターのリハビリ職が講演、2回目で『死にゆく人の心に寄り添う　～スピリチュ
アルケアとはなにか～』を僧侶かつ看護師の講師の講演で実施した（1回目204人参加、2回目225人参
加)。〇生活支援体制整備事業においては、第1層協議体として地域ケア推進会議を2回開催。第2層協議体
としては、かすみがおか地区では協議体4回打ち合わせ会1回開催、つるがまい地区では協議体を5回開
催。おおい地区では勉強会1回協議体4回開催、ふくおか地区においては勉強会1回協議体4回を開催し、そ
れぞれ地域の現状を話し合い、目指す地域像の共有や課題の抽出等を行っている。
〇認知症初期集中支援事業では、チーム員会議を全12回WEBで実施した。認知症で支援困難者に対し、認
知症サポート医を中心とした専門職チームで支援や検討を行い、適切なサービスにつなぐ等の効果があっ
た。〇認知症地域支援･ケア向上事業では、介護従事者向けにWEBで「身体抑制廃止への取組と実際」を
テーマに認知症ケア向上研修会を実施した（13人参加）。

指標名 多職種研修会の実施（参加者）

単位 人
年度 令和2年度

拡充

来年度の方向性

東入間医師会を構成する二市一町の医療･介護従事者向けの研修会の参加者数

市内介護保険サービス提供事業所等の協力による、オレンジカフェふじみん登録事業所

目標値 280 350
実績値

令和4年度
目標値 15 16 17

指標名 協力事業所によるオレンジカフェふじみんの実施

単位

実績値 16 16

説明

429

説明

360
344

令和3年度 令和4年度

指標名 高齢者あんしん相談センター(地域包括支援センター)での総合相談（件数）

単位 件
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 20,500 21,000 21,000
実績値 19,977 21,959

高齢者あんしん相談センター(地域包括支援センター)での総合相談の件数

説明

高齢者あんしん相談センターの機能強化として、高齢者人口の増加に伴い職員体制を検討し、必要に応じ
た職員の加配を行う。
在宅医療･介護連携推進事業では、東入間医師会との連携を図り、入退院支援ルールの構築に向けた協議
を行うとともに、多職種研修会等の各事業の充実を図る。
生活支援体制整備事業では、日常生活圏域毎の第二層協議体の定期的開催により、住民主体の互助・地域
づくりを目指す。
認知症初期集中支援事業では、事業の周知を図り、認知症で支援困難ケースに対しての支援を積極的に進
めていく。
認知症地域支援･ケア向上事業では、介護職員向けに認知症のケア向上につながる内容での研修会を実施
していく。オレンジカフェふじみんの実施事業所を増加していく。

箇所
年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

活動

指標

３

成果

中長期的方向性

拡充

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

1.14

0.00

0.00

1.07

0.49

0.00

1.01

重点プロジェクト

152 165 196

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

17,412 18,919 22,875

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

0

8,552 9,612 12,588

県支出金 4,276 4,806 6,293

その他 0 0 0

2,538

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

670 870 2,664

支出合計 30,240 33,337 41,756

262 129 729

19,377 21,915 26,118

0

仲野　公堅

0

0.00

0.00

令和3年度の
主な取組

給付適正化のため、介護支援専門員のスキルアップのための研修会を実施する。
高齢者見守りネットワーク事業に登録している事業所向けに研修会を実施する。
身寄りのない高齢者に対し、成年後見制度の申立てを市長が行い、低所得の高齢者へ報酬の助成を行う。
コロナ禍の影響で、若年層に向けた認知症サポーター養成講座は人数や開催回数を削減して実施し、文京
学院大学と連携を図り実施する予定であった、ひとり歩き高齢者声かけ訓練は中止した。
配食サービスの登録事業所を1か所増やし、ケアマネジャー等への配食サービスの理解を深めるため、試
食会を実施した。

【支出】

8,138 8,505 9,061

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるようにするた
め、介護保険事業の安定化を図るとともに、被保険者及び要介護被保険者を現に介護する等に対し、地域
の実情に応じた必要な支援を行う。

事務事業の
経緯

団塊の世代が75歳に到達する2025年に向け、介護が必要な状態になっても住み慣れた地域で暮らし続ける
ことができるよう、地域包括ケアシステムの構築が課題となり、創意工夫を生かした多様な事業を行う。

人
件
費

927 0 0

0

事務事業の
概要

地域支援事業の理念にかなった事業を地域の実情に応じて実施する。ふじみ野市では、次の任意事業を実
施する。
①介護給付費等適正化事業
②家族介護支援事業
③成年後見制度利用支援等任意事業
④認知症サポーター等養成事業
⑤介護サービスの質の向上に資する事業

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 任意事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～
施策 17　介護保険（生活支援）　－住み慣れた地域で支え合いながら暮らせるまちを目指します－

事務事業期間 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

介護保険法第115条の45第3項各号

予算費目 介護保険特別会計　03地域支援事業費　03包括的支援事業・任意事業費　02任意事業費
所管部課 福祉部　高齢福祉課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

6

8,138 8,505 9,061

000

000

人件費計

0 0 0

708 393 640

158 1,525事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

介護保険事業の運営の安定化を図るとともに、被保険者及び要介護保険者を介護する者に対し、必要な支
援を行う。
介護給付費等適正化事業として、埼玉県介護支援専門員教協会に委託し、市内居宅介護支援事業所のケア
プラン点検(8事業所、13件)、集団指導7事業所、集団指導(居宅介護支援事業所、通所介護事業所、認知
症対応型共同生活介護)を実施した。
また、介護支援専門員向けの研修会を実施し、自立支援重度化防止に向けた介護支援専門員の資質向上を
図った。
家族介護支援として、高齢者あんしん相談センターにおいて家族介護教室等を実施した。認知症サボター
養成講座のフォローアップ講座として文京学院大学と連携して実施する予定であった『ひとり歩き高齢者
声掛け訓練』は新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から中止となったが、文京学院大学との連携
は地域づくりのため継続する。声掛け訓練に代わる事業として『認知症サポーターステップアップ研修』
を実施し、24名の参加があった。
高齢者見守りネットワークの事業所研修として、『市の高齢化の現状のこれから』『実際の事例及び事業
の流れについて』『高齢者を狙う詐欺とさりげない見守りについて』の３つのテーマで実施した。
成年後見制度利用支援事業として、成年後見市長申し立ては15件、報酬助成29件5,306,000円となってい
る。
介護サービスの質の向上に資する事業として、市内介護保険サービス提供事業所へ介護サービス相談員の
派遣事業を例年実施していたが、新型コロナ感染症の拡大防止のため派遣を中止。また、新たな相談員の
担い手を1名確保。配食サービスについては、たんぱく･塩分･カロリー等を調整する等、様々な食形態の
ニーズに対応し、配食数の増加（令和2年度82,172食⇒令和3年度82,507食）となった。

指標名 市長申立による成年後見制度利用支援

単位 件
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

市長申立による申立て件数

高齢者を見守る支援体制の構築として、民間事業所に見守りを協力してもらう事業(登録事業所数)。（前
期基本計画の指標）

目標値 15 15
実績値

令和4年度
目標値 82 83 84

指標名 ふじみん見守りネット登録事業所数

単位

実績値 109 111

説明

15

説明

15
19

令和3年度 令和4年度

指標名 認知症サポーター数

単位 人
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 10,800 15,500 17,000
実績値 14,018 14,952

市民、市職員(職員新人研修として)、市内小･中学校、大学等の養成講座を実施し、認知症への理解・啓
発を実施した指標として累計受講者数を設定。（前期基本計画の指標）

説明

給付適正化事業においては、ケアプラン点検、集団指導、実施指導を行い、介護支援専門員向けに自立支
援重度化防止に向けた研修会を開催していく。
家族介護支援事業においては、文京学院大学と連携を図り、認知症高齢者声かけ訓練を実施していく。ま
た、高齢者あんしん相談センターにおいて、家族介護支援のための事業を継続して実施していく。
成年後見制度利用支援事業においては、支援の必要な高齢者へ市長申立と報酬助成を実施していく。
介護サービスの質の向上に資する事業として、新たな介護サービス相談員の育成を進め、受け入れ施設・
事業所を増やしていく。

年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

成果

指標

３

成果

中長期的方向性

拡充

理由


